
答　申　第　　7　　号

平成20年　9月30日

熊本市情報公開・個人情報保護審議会

会　長　　江　　藤　　　　孝

熊本市長　　様

熊本市情報公開条例第17条の規定に基づく諮問について（答申）

平成20年4月16日付け駅整発第5号－2による下記の諮問について、別紙のとおり

答申します。

記

熊本市が「公共事業等環境影響調査」を春日′ト学校及び春日保育園並びに横手保育園に

対し実施したとする資料の開示請求に伴う請求拒否決定に対する異議申立てについて

［諮問第6号］



別　紙

諮問第6号

1　審議会の結論

答　　　　　申

熊本市長（以下「実施機関」という。）の行った決定（請求拒否）は妥当である。

2　異議申立ての経緯

本件異議申立ては、異議申立人（以下「申立人」という。）が熊本市情報公開条例（以

下「条例」という。）に基づき、熊本市が「公共事業等環境影響調査」を春日小学校及び

春日保育園並びに横手保育園に対し実施したとする資料（以下「本件文書」という。）を

開示請求したことに対し、実施機関が開示請求拒否（不存在）決定を行ったことにつ

いて、当該決定の取消を求めたものである。

3　申立人の主張趣旨

申立人が、異議申立書、意見書及び口頭による意見の陳述で主張した内容は、おおむ

ね次のとおりである。

春日小学校は新設される新幹線熊本駅西口広場から90メートル地点に位置している。

このため、新幹線開業後は熊本駅での乗降客の増加に伴う車両の増加、在来線の高架

橋工事、在来線駅舎解体工事、駅前東口広場拡張工事に伴う工事車両の増加もあり、春

日小学校前の道路は車両などの混雑が予測される。

また、新幹線開業前も春日陸橋撤去工事、田崎陸橋撤去工事による迂回付替え道路に

より春日小学校前の道路の湛雑が予測される。

このように、新幹線開業前後に亘って春日小学校前の道路が車両等で混雑することは

明らかであり、車両等による騒音、振動、大気汚染による教育環境の悪化が予測される

にも関らず事業を進めるからには、熊本市による事前の環境影響調査が実施され、分析、

判断されているはずであるから、本件文書が不存在とは思えない。

春日保育園は、新幹線高架が東側に位置する場所にわざわざ移転新築し、新幹線高架

橋の建設中は工事車両、重機等の騒音に晒され、竣工後は、駅からの雑踏騒音に晒され

る。また、新幹線高架と在来線高架が並走することによる騒音振動に晒され、日照の阻

害を受けることが予測される。

同じく横手保育園においても新幹線高架橋の建設中は工事車両、重機等の騒音に晒さ



れ、完成後も新幹線高架と在来線高架が並走することによる騒音振動、日照の阻害、電

磁波等に晒されることが予測される。

このため、両保育園の移転新築について幼児の教育環境、健康には十分配慮がなされ

ているはずで、熊本市による事前の環境影響調査が実施されているはずであるから、本

件文書が不存在とは思えない。

4　実施機関の説明趣旨

実施機関が、請求拒否理由説明書及び意見陳述において主張した内容は、おおむね次

のとおりである。

申立人は本件文書を開示請求したが、環境影響調査、分析等は、熊本市では実施してい

ない。

よって、本件文書は存在しない。

したがって、条例第11条第2項に該当する。

5　審議会の判断

（1）本件文書について

本件文書は、熊本市が「公共事業等環境影響調査」を春日小学校及び春日保育園並

びに横手保育園に対し実施したとする次の資料である。

ア　新幹線熊本駅前西口広場から新設西口道路に於ける一日の交通量、騒音振動、大

気汚染の数値が基準値以内とする各数値計算式と各予測数値

イ　春日小学校正門前の「西口道路と田崎春日線交差点」における一日の交通量、騒

音振動、大気汚染の数値が基準値以内とする各数値計算式と各予測数値

ウ　春日小学校正門前の「西口道路と田崎春日線交差点付近」における新幹線と在来

線の乗降客の予測人員と雑踏等の数値

工　新幹線熊本駅前西口広場を起点とする西口道路新設に際し、「バリアフリー、ユニ

バーサルデザイン」を導入した新設道路の具体的図式一式

オ　春日保育園及び横手保育園が移設新築した位置において、新幹線高架と在来線高

架による並行走行が、両保育園に与える騒音振動、電磁波等の影響について、「安全

安心の基準以内」とした数値計算式と予測数値

力　春日保育園及び横手保育園が移転新築した位置において、新幹線高架と在来線高

架による並行走行が、両保育園に与える日照権、景観影響について、「安全安心の基

準以内」とした四季時間差の差異の図式、分析等の資料一式

（2）判断に当たっての基本的な考え方



当審議会においては、条例に基づき請求拒否（不存在）の妥当性を判断するもので

あり、事業等の是非については判断しない。

（3）本件文書の存否について

環境影響調査は、開発事業を行う場合、それが周辺の環境にどのような影響を与え

るかを事前に調査、予測及び評価するものであるが、調査は開発事業を行う事業主体

が実施するもので、事業により何らかの影響を受けるところが調査するものではない。

しかるに、春日保育園及び横手保育園が移転新築に至った理由は、それぞれ、連続

立体交差事業及び街路事業であり、その事業主体は熊本県であって実施機関ではない。

これに対し、春日小学校前の西口道路の建設は実施機関が事業主体であり、熊本市

環境基本条例第3条に基づいて策定された改訂版第2次熊本市環境総合計画では熊本

市が行う公共事業において率先した環境配慮を行う「熊本市公共事業等環境配慮シス

テム」の適切な運用を図る旨規定されているところではある。しかしながら、この「熊

本市公共事業等環境配慮システム」は現在策定中の段階にとどまっていることが確認

されている。

したがって、環境影響調査を実施していないとする実施機関の主張には合理性が認

められる。

よって、本件文書は不存在であると認められる。

（4）結論

以上により、「1　審議会の結論」のとおり判断する。

熊本市情報公開・個人情報保護審議会

会　　　　　長　　江　藤　　孝

会長職務代理者　　荒　木　昭次郎

委　　　　　員　　高　木　絹　子

委　　　　　員　　田　中　節　男

委　　　　　員　　馬　場　　啓
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〔参考〕

審議会の審議経過

年　　 月　　 日 審　　 議　　 経　　 過

平成 2 0 年　　 4 月 1 7 日 熊本市長か ら諮問を受 けた。

平成 2 0 年　　 5 月　 2 日 実施機関か ら請求拒否理由説明書を受理 した。

平成 2 0 年　　 5 月 1 6 日
異議申立人か ら請求拒否理 由説明書に対する意見書を

受理 した。

平成 2 0 年　　 5 月 3 0 日 異議申立人、実施機関双方か ら意見を聴取 した。

平成 2 0 年　　 7 月 1 1 日 諮問の審議 を行 った。

平成 2 0 年　　 8 月　 8 日 諮問の審議を行 った。

平成 2 0 年　　 8 月 2 8 日 答申 （案）の審議を行った。

平成 2 0 年　　 9 月 3 0 日 答申 （案）の審議を行 った。


